
教 私 第 2 5 8 2 号 

令和６年 1 2 月 1 9 日 

各私立専修学校設置者  様 

 

大阪府教育庁私学課長   

 

令和６年度私立大学等研究設備整備費等補助金及び私立学校施設 

整備費補助金＜専修学校関係＞に係る計画調書等の提出について（通知） 

 

標記について、令和６年１２月１８日付け事務連絡により、文部科学省総合教育政策局生涯学習推

進課専修学校教育振興室から別添のとおり追加募集に係る依頼がありました。 

つきましては、専修学校（専門課程又は高等課程）を設置する学校法人又は準学校法人で、当該補

助金に係る事業に申請される場合は、計画調書等関係書類について、下記によりご提出ください。 

 なお、提出期限までに計画調書等の提出がない場合は、申請の意思がないものとして取り扱います

ことを申し添えます。 

 

記 

 

１ 交付対象 

専修学校（専門課程又は高等課程）を設置する学校法人又は準学校法人 

  ※学校法人（準学校法人）であっても、専修学校一般課程に係る施設等の整備事業を行う場合

は交付対象外です。 

 

 ２ 募集事業 

※交付内定日以降に契約が締結され、令和７年 3 月 3 1 日までに対象の建物・設備等の引き渡

しを受け、かつ支払いが終了することが条件ですので、ご注意ください。 

（１）私立大学等研究設備整備費等補助金（私立大学等研究設備整備費） 

① 情報処理関係設備 

（２）私立学校施設整備費補助金（私立学校教育研究装置等施設整備費（私立大学・大学院等教

育研究装置施設整備費）） 

①教育装置 

②情報通信ネットワーク装置 

③－１専修学校防災機能等強化緊急特別推進事業 （耐震補強工事） 

③－２ 〃 （耐震診断費） 

④ 〃 （非構造部材の耐震対策） 

⑤ 〃 （防災機能強化事業） 

⑥ 〃 （バリアフリー化） 

⑦ 〃 （アスベスト対策） 

⑧エコキャンパス推進事業 

⑨施設環境改善整備事業 

 

 ３ 計画調書等の提出方法及び提出期限 

（１）提出書類 

① 「私立大学等研究設備整備費等補助金及び私立学校施設整備費補助金事務処理要領（以下、 

「事務処理要領」とする。）」に定める計画調書等の必要書類 

（提出資料は事業ごとに異なります。） 

② チェック表 



（２）提出方法、提出部数及び留意事項 

紙媒体２部及び電子媒体で提出 

① 紙媒体の提出に係る留意事項 

・原則 A４版で作成の上、各様式別にインデックスを付すこと。 

・インデックスを付す際は、差替等を行う場合に備え、各様式等に直接貼り付けず、各様

式等の間に仕切り紙を挟み、仕切り紙にインデックスを貼り付ける等の工夫をすること。 

・各様式等が２枚以上にわたる場合は両面印刷で提出すること。 

・提出する 2 部のほかに学校用控えを 1 部作成すること。A4 版・両面印刷・インデック

スの付し方は同様にしておくこと。 

・提出書類によっては、理事長の原本証明が必要な場合があるため、「事務処理要領」に基

づき、証明漏れのないよう留意すること。 

・事業ごとに左側に 2 つ穴をあけてファイルに綴り、表紙・背表紙には次のとおり記載す

ること。（ネームシール等を活用してもよい） 

     （例１）令和６年度私立大学等研究設備整備費等補助金（情報処理関係設備） 

 大阪府 学校法人●● ▲▲学校 

     （例２）令和６年度私立学校施設整備費補助金（教育装置） ※（ ）内は事業名 

 大阪府 学校法人●● ▲▲学校 

・紙媒体の提出については、郵送によること。 

 

② 電子媒体の提出に係る留意事項 

次の書類については、紙媒体の提出に加えて、電子媒体でも提出すること。 

      「様式●—●」、「見積書整理表」、「設備・装置（工事）等の説明一覧」、「資金収支予算

書（決算書）」 

     ・電子媒体は、P DF 化せず、Exc e l形式で提出すること。 

     ・対象の Exc e lは、z ip に格納せずにメールに直接添付して送付すること。 

・各様式のファイル名については、「NN_法人名_学校名_様式名」とすること。 

     （例）0 1 _学校法人●●_▲▲学校_【要提出】チェック表（情報処理関係設備） 

        0 2 _学校法人●●_▲▲学校_様式 1 - 1～1 - 3  

・件名を「学校番号 4 桁_R６国庫補助申請_法人名_学校名」とし、下記アドレスあてメー

ルで提出すること。 

 

（３）提出期限 

① 私立大学等研究設備整備費等補助金：令和７年１月１０日（金） 

② 私立学校施設整備費補助金：令和７年１月１０日（金） 

※提出日については、令和７年１月１０日付で提出してください。 

 

  （４）事前着手日について 

本補助金の申請の対象となるものは、文部科学省からの交付内定日以降に着手される事

業のみとなります。事前着手承認の実施はありません。 

令和６年度の交付内定は２月頃を予定しています。 

 

 ５ 追加募集に係る留意点について 

計画調書等について、必ず令和６年１２月１８日付けの「文部科学省事務連絡」及び「私立大

学等研究設備整備費等補助金及び私立学校施設整備費補助金事務処理要領」を参考の上、作成

してください。 

 

 



 ６ その他   

国依頼文、交付要綱、事務処理要領、様式等は下記ホームページに掲載しておりますので、ご

参照ください。 

   大阪府：大阪府私立専修学校・各種学校事務サイト 

文部科学省：専修学校・各種学校教育の振興 

 

 

【担当・提出先】 

〒5 4 0－8 5 7 0  

大阪市中央区大手 3 - 1 - 4 3 大阪府庁新別館南館９F 

大阪府教育庁私学課 総務・専各振興グループ 

小澤・小山 

電話：0 6 - 6 9 4 1 - 0 3 5 1（内線 4 8 6 1） 

E- m a il：shigakudaigaku- g03@sbox.pref.osaka.lg.jｐ 

※お問い合わせの際、「国庫補助金の件」とお伝えください。 


